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本書の著者が「まえがき」の冒頭において， 「今日， 中小企業に関する文献は，きわめ
て多い。」 (1ページ）とのべられているように，たしかに，中小企業を対象とするところ
の研究・分析等は非常に盛んである。それはあたかも経済学史あるいは経済思想史の分
野において重農学派研究が盛んであるということとある意味において類似しており，かっ
て横山正彦教授が， 「ヘンリー・ヒッグスもいっているように重農主義については，これ. . . . . . . .. .  . . .   
を研究する学者の数だけ異なった見解がある，……」（横山正彦著 『重農主義分析』昭和
33年4月岩波書店刊はしがき iv, 傍点筆者）とのべられた章句をそのまま中小企業研究
の場合についてあてはめてもよいような様相を呈してさえいるのである。
もとより，いずれの研究分野においても，その依って立つところの分析視角から，なん
らかの理論的立場等に分類することができるが，中小企業研究の場合についてもそれは例
外ではなく，依拠するところの問題意識によって，それぞれの研究・分析をなんらかの立
場に分類することができるであろう。
しかしながら著者によれば， 既存の中小企業論は， 「事実認識に基づいていない十年一
日の如き観念論が相変らず主張されている。」 (1ページ）と厳しく批判されるところとな
り，「今や現実を直視し，中小企業論の再構成を試みることが必要であろう。」(1ペー ジ）
という著者の意欲的な意図から，本書の立場は一貫して，現代における資本主義の変貌，
具体的にはいわゆる高度成長を達成しつつある現在のわが国経済のなかにおける中小企業
の構造変動に焦点がおかれ，その実態に即して論が展開されているのである。この意味に
おいて，本書のもつメリットとしては，著者自身が強調してのべていられるように， 「事
実認識を欠いた観念的な多くの中小企業論に対しては，•幾分の正当性」 (1 ページ）を認
めることができるのである。
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そこで，本書の構成について，これを目次にしたがってみていくと，それはおよそ以下
のとおりである。
まえがき
第一部現代資本主義と中小企業
第一章 中小企業存立の論理
第二章 中小企業問題の本質
第三章 中小企業政策の展開
第二部現代日本の中小企業
第一章 わが国中小企業問題の特質
第二章 中小企業の地位とその変化
第三章 わが国経済の構造変化と中小企業
第四章 中小企業の階層変動
第五章 中小企業経営の変化 ＇ 
第六章現代13本の中小企業政策
?
本書は，上に示したように二部から構成されているが，まず第一部においては，現代資
本主義における中小企業分析をその実態に即して行なうためのいわば必然的前提条件とし
て，これまでの中小企業存続，あるいは発展等に関する諸論を整理し，そして著者自身の
意図するところのいわばあるべき姿としての中小企業論を提示しようと試みられている。
すなわち著者は， 「生産力の発展と産業構造の展開そのものが企業規模の多様化と存立
分野の変動をひき起こし，中小企業の社会的対流現象を生み出すという見解」(2ペー ジ）
をとっているが， これはア）レフレッド・マーシャル (Marshall-A,1842~1924)が産業構
造の発展的変動を森にたとえて分析し（マーシャルの「森の比喩」），そしてまた，マーシ
ャルが主張した上進運動の論理 (tliemovement upwards)すなわち小企業成長論を，
現代資本主義における構造変動の実状のなかにその妥当性を見出しているということを示
しているものである。
． さて，第一章においては，中小企業存立の論理が叙述されているのであるが，まず著者
は，中小企業論の見解が多岐にわかれている理由として， 1 資本主義経済槻， 2 資本
主義経済観と現実の政策との関連性， 3 研究対象たる中小企業そのものの歴史的変動的
存在性， 4 現実の中小企業の異質多元性，等をあげ (13~14ペー ジ）， それによって代
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表的な中小企業研究のタイプを， (1) 中小企業消滅論， (2)残存論， (3)滞溜論， (4)定着
論の四つに分類し，それぞれにたいしてコメントがなされている。 (15~25ペー ジ）
著者によれば，これらの中小企業論は，いわば部分的理論にすぎないのであって，現代
資本主義経済の歴史的発展のなかで中小企業の存立あるいは発展の実状を説明するために
は，これらの理論をもっと統一的に理解した上で綜合されねばならないと主張されるので
ある。
それでは，現実における中小企業の存在形態はどのようなものであるかということにつ
いては，アベリット (Averitt,R-T) にしたがって， (1)衛星企業（大企業関連企業），
(2)競争的対立企業（大企業並存企業）， (3)非関連独立企業（大企業非関連企業），等に分
類，整理されている。 (Averitt,R-T• "The Dual Economy; The Dynamics of Ame―` 
rican lndnstry Structure", 1968, R-T. アベリット著外山広司訳 「中核企業一経済発
展の新しい主体ー」昭和44年6月）
以上においてみてきたように，第一章において中小企業の存立について，これを論理的
に，またその存立形態等を整理した後，著者は，第二章では，このような中小企業の存立
から生じるところの問題の本質がなにであるかということに焦点をあわせている。すなわ
ち，中小企業が問題とされるのは，それが「大企業に対して問題的存在」 (37ページ）で
あるからであるという立場に立ち，具体的には，中小企業の相対的規模の過小性にその原
因をもとめている。これまでの研究者達によってすでに指摘されてきた，中小企業問題に
おける三つの側面，すなわち，社会問題，労働問題，経済問題は，現実のなかで，すべて
相からみあって表面化しているのであると強調されている。しかしながら，このような中
小企業問題における三つの側面は，資本主義発展の過程において，それぞれが「特徴的な
現われ方を示している」 (39ページ）ということにアクセントがおかれ， 中小企業問題の
歴史的展開が簡潔に記述されている。
そして，続く第三章においては，このような中小企業問題に対処するための国家の中小
企業政策がどのようなものであるか，また，中小企業問題の歴史的推移に対応して，中小
企業政策がどのように展開されてきたかということについてのべられている。
?
以上本書の第一部は著者自身ものべられているように， 「中小企業分析のための基礎作
業あるいは予備的作業』(1ページ）として展開されてきたものーであるが，続く第二部は，
これを踏まえて現代日本における中小企業の実態がかなり詳細にかつ鋭敏に分析されてい
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る。そして，そこから，現実に即したところのいわばあるべき姿としての中小企業論を生
みだそうとする著者の意欲ぎえうかがわれるのである。
まず，、第一章においては，わが国における中小企業問題の特質がなにであるか，そして
また，それについてこれまでどのような研究や分析が行なわれてきたかについて関説され
ている。すなわち，これまでのわが国の中小企業研究が，すぐれて特殊日本的存在として
中小企業の存在をあつかってきたこと，したがって，中小企業問題について，これを「特
殊日本的現象であるという理解」 (63ペー ジ）から， いわゆる「二重構造論」となって展
開されてきたことを，その代表的な見解について簡潔な検討が加えられているのである。
そしてこれらの諸見解にたいして，著者は批判的態度を示し，これら「わが国の中小企業
論の多くは伝統的に中小企業のダークサイドのみを強調する結果に終わつている。」 (66ペ
ージ）とのべ，最近における中小企業問題研究が，これらの諸見解にたいして批判的態度
をもっておしすすめられていることに触れられている。すなわち，先進資本主義諸国にお
ける中小企業問題研究と，現代資本主義経済構造研究の立場から指摘される中小企業問題
研究の二方面が意味されているのであるが， 著者は， 「中小企業問題は現代資本主義経済
の本質にかかわる問題ではあるが，それはそれぞれの国の特殊歴史的条件によって規定さ
れると同時に国際的契機によっても強く影響される」 (67ページ）ということから，「単純
な資本主義発展の一般法則のみによっては現代H本の中小企業問題の特質は的確に理解で
きない。」 (68ページ）とのべられる。そこで， これを規定するものとして，「一国の経済
構造の特殊性，つまり，中小企業問題の特殊性を規定する要因」 (69ページ）があげられ
ている。すなわち， (1)当該資本主義が成立した時の先進諸国の発展段階， (2)当該資本主
義のその時々の発展段階とその段階における世界経済の不均等発展， (3)当該資本主義国
の国民経済の規模，等であるが， この三つの要因についてみるならば， 「わが国の中小企
業問題は，一般にいわれるほどには特殊ではない。」 (74ページ）ということになり，著者
は，「むしろ典型的であるということができるかもしれない。」 (74ページ）とみなされ，
それらについては，第二章以下において，具体的に実態調査にもとづいて分析を展開され
るのである。
そこでまず第二章についてみてみると，ここでは，国民経済における中小企業の地位，
すなわち一国の経済発展の過程で中小企業が果たしている役割を重視し，また，それがど
のように変化してきて・いるかを統計に依拠しつつ時代区分別にそれぞれの業種・分野に
ついて分析されている。
しかしながらその際，著者は，統計が有しているところの一般的な限界と，統計資料そ
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のものの制約等についても触れられているが，それにもかかわらず，やはり，それらが現
実においてあらわれているところの現象あるいは趨勢を示しているということを説得力を
もって的確に分析し叙述されている。このことはことに第三章，第四章，第五章のなかに
おいて現われており，著者のこの道における専門家としての面目躍如たるものがうかがえ
るであろう。
さて，第三章においては，第二章で分析された中小企業の量的変化をうけて，それを
「わが国経済の再生産構造の変化のなかに位置づけて検討」 (101ページ）されている。
すなわち，まず昭和30年以降におけるわが国の産業構造の高度化過程においては，重化
学工業が発展し，それを軸として産業構造の編成替えが結果されたが，このような大企業
を中心とする工業化の進展は，その関連部門であるところの中小企業の数をも急増せしめ
るだけにとどまらず，企業成長を生ぜしめ，いわゆる中堅企業の出現をみるにいたったと
いうことを，企業規模の側面から検討されている。そして，それがいわゆる脱工業過程で
あるともいわれている昭和40年代に入ると， リーディング・インダストリーの交替，新製
品の成長およびその多様化といったように，中小企業における新分野がみられるにいたっ
たことを示されている。そして著者は， 「大企業体制の展開や中小企業のスケール・アッ
プ必要論を観念的に主張し中小企業の存続をグ）レーミィに評価する見解には疑問の余地が
あるであろう。」 (127~128ページ）と主張されるのである。 （第一節）
次に，現在における労働力不足現象が中小企業にどのような影響をあたえているか，し
たがって，それによって中小企業の存立がどのようなインパクトをあたえられているかに
ついて分析されているが， ここにおいて著者は， 中小企業が労働力不足への対応策とし
ていわゆる近代化をおしすすめてきているが，それが「予想外にすすんでいる」 (141ペー
ジ）ことを強調されている。そして，これとの関連においても，技術進歩の問題が中小企
業にどのように影響をあたえてきているかについて分析はすすめられているのである。著
者によれば，長期的観点に立てば，技術革新は中小企業における企業規模に変動を生じせ
しめ，このプロセスのなかで中小企業内部に企業の激しい交替の現象をみせつつ，中小企
業全体として増減をくり返していくわけである。 （第二～三節）なおこのような現象は生
産力的側面のみならず，社会的生産諸関係にも大きな影響をあたえるということから，
著者はそのいちじるしいものとして， 下請制の問題に分析の手をのばされているのであ
る。
ところで，周知のとおり，中小企業をめぐる問題のなかでももっとも重要な問題の一つ
として下請問題があげられるが， この問題に関して著者は， ここでは現状分析をつうじ
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て，これまでの下請問題にたいする研究には批判的態度を示されている。すなわち，著者
はこれまでの「通説」のように「社会的分業にもとづいた不等価交換」 (164ページ）とし
て，下請を規定するのではなく，これを「すぐれて歴史的な概念」 (165ページ）として分
析されるのである。 （第四節）
続いて，第五節においては，流通革命と中小企業第六節においては，経済の国際化と
中小企業について関説されている。
さて，第四章は，以上にみてきた第三章と同じ程度に本書においては大きなアクセント
がおかれているが，ここでは，中小企業の一般的特徴ともいうべき多産多死の現象につい
てのべられているのである。
まず，著者は，現在を「産業化の新たな段階にさしかかっているという意味において環
境変化のさなかにあり，断旧交替の過渡期」 (229ページ）と規定し，ここにおいてみられ
る新しい現象の意味をとらえるために，一つの仮説が提示されるのである。すなわち，多
産多死という中小企業の一般的現象が，ことに「構造変動期の現在，新旧二つのパターン
の企業の交替がきわめてドラスティックに進展しており，そうした進展によって中小企業
の近代化がおしすすめられている。」 (229ページ）というのである。そして， その実証が
既存の統計を整理することによって行なわれているのである。
また，中小企業の新規参入については，国民金融公庫の「小零細企業新規実態調査」
（昭和44年）を中心に，他の調査をも参照されつつ検討されている。ここで注目すべきこ
とは，新規参入業主の年代は20オ代の後半から30オ代の前半に多いということである。す
なわち，いわゆる現代における若者の独立意欲の旺盛さが実証をもって強調されているの
である。
また，現下の中小企業の倒産問題については， それは， 「基本的には経済の高度成長下
で拡大している新旧両パターンの企業のローテーション，すなわち社会的対流現象の一環
として理解すべきであろう。」 (304ページ）ということが現状分析の結果， 結論的にのベ
られているのである。
次に，中小企業における経営の問題についてであるが，著者ものべられているように，
たしかに， 「中小企業問題の研究分野において， およそ中小企業経営の分野ほど把握が困
難な領域はない。」 (306ページ）であろう。ことにそれは実態調査等において提出される
統計資料にまず問題があり，その結果として制約されざるをえないのであるが，このよう
な不利な条件を前提として著者は，中小企業経営の実態分析から，その特徴を集約せしめ
て，「最近では中小企業は単純に独占的大企業の収奪の対象とされる存在ではない。」 (318
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ページ）とのべて，経済の高度成長下では中小企業も合理的高能率経営を行ない，成長的
傾向を示していることを強調されている。 （第五章）
最後に，著者は，中小企業問題をめぐって国家がどのような政策を取ってきたか，すな
わち，現代日本の中小企業政策について，第六章において関説されている。著者は，政府
の中小企業政策の重点が近代化政策におかれているということから，それがもつところの
基本的な問題点を指摘されているが，一方，中小企業者側においても今後とらねばならな
い対応策として， ことに小規模企業について，「自主的な組織化」 (335ページ）を強調さ
れているのである。
?
以上，本書についてこれを著者の章旬を引用しつつきわめておおまかに素描して紹介し
てきたが，本書の特徴あるいはメリットは，わが国における中小企業問題等をすべて現今
における経済構造の動態的な変化と発展過程で実態分析されているということであり，そ
れだけにたしかに読者にたいしてまず説得力を有しているということである。
読者は，本書によって，まずこのような研究分野においてはいかに現実に即したところ
のケース・スタディが必要であるかということをあらためて認識させられるであろう。ま
た，著者によって整理・統合された既存の統計資料等そのものに接することができたこと
も読者にとっては大いに有意義であろう。しかしながら，それにも増して本書のもつ意義
は，読者ことにこの研究分野における初心者にたいして， 「通説」として批判の対象とな
ったところの既存の中小企業論そのものを，今度は読者自身で読まねばならないという手
がかりをあたえてくれているということである。そしてまた，本書の著者によって批判さ
れた研究者側からのなんらかのコメントがあらわれたときこそ，読者自身のこの研究分野
における立場もより一層明確なものになるであろう。
ところで，筆者は本小稿の冒頭にヘンリー・ヒッグスの章句をあげたが，ここにまた，
「ある一人の著者がフィジオクラアトに関して提起した重要な一般的命題といったものは
どれ一つとしてほとんど例外なく他の者から反駁を加えられたのである。」 (Henry 
Higgs, "The Physiocrats, Six Lectures on the French Economistes of the 18century" 
, 1897, p. 1, ヒッグス著住谷一彦訳「重農学派」未来社刊 1957.9ページ）という章句を
想起せざるをえない。重農学派研究におけると同じように中小企業研究においても， 既
存の研究にたいして批判的態度をもってなされる研究は，それ自身また批判の対象となる
であろう。そこにおいてこそ一層の学問・研究の進歩がみられるのである。このような意
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味においても本書が画期的なものとしてそれだけの存在価値が高いということはただちに
うかがえるであろう。必読の書。（新評論， 1970年4月刊， B6判， 337ペー ジ， 900円）
—田中充—
D. H. オールドクロフト， H.W.リチャードソン共著
『イギリスの経済， 1870年-1939年』
The British Economy, 1870-1939 by Derek H. Aldcroft & 
Harry W. Richardson, London : Macmillan, 1969, pp. viii+346. 
表題も示すとおり，本書は， 1870年から1939年までの期間にわたる，イギリスの経済発
展のもつ，主要な趨勢についての一般的概説を目ざしたものである。そして，それが，現
在イギリスで， この時期の研究を精力的に発表している二人の研究者によって果されたも
のなのである。 D.H. オールドクロフトは， マンチェスター大学を卒業し， PhDをえて
いる。現在は， レスター大学経済史担当の上級講師であり， 1960年以来， 1967年まで，グ
ラスゴー大学で近代経済史を講じて来た。イギリスの交通史に関するまとまった研究をも
つとともに， 2, 3の共著， 編著もあり， 種々の学術雑誌に多数論文を発表している。
H.W. リチャードソンは，現在，カンタベリーにあるケント大学の社会科学研究センター
理事の職にある。これまで，アバディーン，ストラスクライドおよびニューカッスルの各
大学で経済学および経済史を講じた経験をもっている。イギリス経済発展や地域経済につ
いてのいくつかの著書をもつほか，やはり，種々の学術雑誌に多数論文を掲載している。
とくに両大戦間のイギリス経済についてのそのユニークな研究は各方面からの注目を集め
つつある。
さて，そこで，本書の構成についてであるが，それは， A,B, CおよびDの4つの部
門に分けられており， A部門は，イギリス経済展発について， 3つの主要な観点が分析さ
れている。すなわち，第I章はイギリスの経済成長，第I章景気循環そして第m章が国際
的観点よりなっている。 B部門では，ィギリス経済における部門別にわたる個々の主要な
構造的変化が，それぞれの著者が，数年来分析して来た，代表的論文の再録で果たされて
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